
１．

・ 会社 （外国の会社を除く）、 会社以外の法人及び個人経営の事業所の本社等において

当該本社等の事業主が当該支所等の分も一括して報告する 「本社等一括調査」 の導入

・ 商業 ・法人登記簿等の行政記録の活用 等

２．

３．

４．

５． 本書の内容はインターネツトでもご覧になれます。

http://www.pref.oita.jp/site/toukei/economic-census.html

６． 「平成21年経済センサス - 基礎調査 」の詳しい結果については、総務省統計局のホーム

ページをご覧ください。

http://www.stat.go.jp/data/e-census/2009/kakuho/gaiyou/gaiyou.htm

７． この報告書についてのお問い合わせは、下記あてにお願いします。

大分県企画振興部統計調査課産業統計班

〒８７０－８５０１ 大分市大手町３丁目１番１号

電 話：（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） ０９７－５０６－２４４９

（代表） ０９７－５３６－１１１１ （内線） ２４４９

ＦＡＸ ：０９７－５０６－１７２７

利用上の注意

なお、 経済センサスは、 従来実施されていた事業所 ・企業統計調査とは調査手法が異

なるため、過去の事業所 ・企業統計調査との比較の際には留意してください。

平成21年経済センサス - 基礎調査 （確報） は、 調査票の欠測値や記入内容の矛盾など

について検査し、 平成18年事業所 ・企業統計調査等を基に補足訂正を行った上で結果表

当該調査は平成21年７月１日現在で実施した調査のため、 「東日本大震災」 による被害

の影響は含まれていません。

この 「平成21年経済センサス - 基礎調査 （確報） 結果 大分県の概要」 は、 平成23年

6月に総務省統計局が公表した 「平成21年経済センサス - 基礎調査確報集計｣ に基づき、

大分県の事業所 ・ 企業等の状況をとりまとめたものです。

として集計されています。

該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは 「－」 で表示しました。


